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文部科学省総合教育政策局

生涯学習推進課専修学校教育振興室

修学支援新制度の見直しについて
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授業料について、卒業後の所得に応じた「後払い」とする仕組みを創設。
卒業後の納付においては、特に、⼦育て期の納付が過⼤とならないよう配慮。

授業料等減免と給付型奨学⾦をセットで⾏う「⾼等教育の修学⽀援新制度」について、⼦育て⽀
援等の観点から、多⼦世帯の中間層に⽀援対象を拡⼤。あわせて理⼯農系の中間層にも拡⼤。

１．
授業料減免等の中間層への拡⼤

安⼼してこどもを産み育てられるための奨学⾦制度の改正（令和６年度〜）
教育未来創造会議第⼀次提⾔（令和４年５⽉）・⾻太⽅針2022（令和４年６⽉）を受けた制度改正

＜⽀援対象＞
・新規⽀援区分の対象は、世帯年収600万円程度（モデルケース）まで
・多⼦世帯⽀援︓扶養する⼦の数が３⼈以上である世帯が対象
・理⼯農系⽀援︓学問分野をまたがる学部・学科も、授与する学位の分野に

理学・⼯学・農学が含まれれば対象
専⾨学校については「⼯業関係」「農業関係」の学科が対象

＜⽀給⽔準＞
・多⼦世帯⽀援︓全額⽀援の1/4⽀援
・理⼯農系⽀援︓⽂系との授業料差額

※⼈⽂・社会科学系との授業料に差が⽣じていることに着⽬し、私⽴の学校を対象に⽀援約600万円

多子：1/4支援
理工農：文系との授業料差額

＜「後払い」とできる授業料上限＞
・国公⽴については、国⽴授業料の標準額（約54万円）
・私⽴については、私⽴の授業料の平均的な⽔準までとする予定

＜卒業後の納付＞
・所得に応じた納付が始まる年収基準︓300万円程度
・上記年収を上回る場合︓課税対象所得の９％を納付
・ただし、扶養する⼦について、独⾃の扶養控除を創設

➡⼦供が２⼈いれば年収400万円程度までは所得に応じた納付は始まらない
※ 学⽣本⼈の年収が約300万円以下の場合に利⽤可能とする
※ ①令和６年秋⼊学者及び②修学⽀援新制度の対象者であって令和６年度に修⼠段階へ

進学する者を対象として開始予定
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卒業後の年収と納付額との関係のイメージ納付年額
（万円）
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２．
⼤学院（修⼠段階）の授業料後払い制度の創設

定額返還における⽉々の返還額を減らす制度（※返還総額は不変）について、要件等を柔軟化。
また、⼦育て時期の経済的負担に配慮した更なる対応について引き続き検討を進める。

３．
貸与型奨学⾦における減額返還制度の⾒直し

・利⽤可能な年収上限の引き上げ（本⼈年収325万円以下 ➡ 400万円以下）
・返還割合の選択肢を増加（1/2 ⼜は 1/3 ➡ 2/3、1/2、1/3、1/4の４種類）

学部⽣・専⾨学校⽣向け

⼤学院⽣（修⼠段階）向け

奨学⾦を返還している⽅向け

当初の返還⾦額と期間 ⽉々の返還⾦額が減る分、期間が延びる

減額
延⻑

6

令和5年4⽉4⽇発表



7

「『機関要件の確認事務に関する指針（2023年度版）』及び経営に係る要件の見直しに係る
今後の予定や取扱い等について」（令和５年３月２７日付事務連絡） 別紙３について（抄）

Ⅰ 経緯・概要（略）

Ⅱ 改正後の要件による機関要件確認審査の導入時期について
令和６年度の機関要件の確認審査から、改正後の要件による要件確認を実施予定。

Ⅲ 改正後の経営に係る要件の取扱い（留意事項）について
（１）「１．収支差額や外部負債の超過に関する要件」に係る留意事項

現行の確認取消しの運用においても、
① やむを得ない事由がある場合であって、
② 速やかに確認要件を再び満たすと見込まれる場合
には、当該事情を考慮して、確認要件を再び満たすまで、確認大学等に係る確認の取消しを猶予するとの運用を行うことと
「機関要件の確認事務に関する指針」に記載しているところであるが、上記①のやむを得ない事由として「１．」の要件に
該当しつつも、該当した要因が、学部等の設置や施設整備の戦略的な先行投資によるものであることが明確であり、収容定
員に対する学生数が比較的安定的に充足し、資金の流出がない場合については、猶予の対象事由として取り扱うこととする
。

（２）「２．収容定員に関する要件」に係る留意事項
②「専門学校の場合」における「各都道府県知事等の判断基準」について

以下のＡ・Ｂ２つの要件を満たす場合に都道府県知事の判断により確認取消しを猶予することができるものとする。
Ａ）地域に類似の専門人材育成を行う機関が（原則として）他に存在しないこと（以下のア、イ両方を満たすこと）

ア「地域の経済社会にとって重要な専門人材の育成に貢献」について
・当該課程の卒業・修了により国家試験受験資格又は国家資格が取得できる学校
・上記以外で都道府県知事が認める特定の資格取得のための教育を行っている学校
・職業実践専門課程に認定されている学科を設置する学校 のいずれかに該当

イ「他の教育機関による代替の困難性」について
地域（通学圏）に同種の学科を設置する専門学校数が１校または極めて少ないこと 等

Ｂ）当該学校の卒業生のうち地元で就職する者の割合が50％以上であること。

※各要件についての詳細な判断基準については今年度中に提⽰予定。
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（参考）今後のスケジュール（随時更新）

都道府県向け説明

【新要件】確認申請書提出（学校→都道府県）

都道府県において確認 R7確認校リスト公表（新要件に基づく）

（所轄庁（都道府県）・専⾨学校） （⽂部科学省）

R6確認校リスト公表（旧要件に基づく）

【旧要件】確認申請書提出（学校→都道府県）

都道府県において確認

(1)中間層への拡⼤
（⽀援拡⼤対象となる理⼯農分野の学科の公表）
※新設学科や情報関係学科の⼯業関係分野への
変更については年度末頃まで受付

(2)機関要件の厳格化
（新要件に基づく機関要件確認校の公表）

都道府県向け事務連絡



修学⽀援新制度の⾒直しを受け、学校で点検をいただきたい事柄

（１）中間層への拡⼤
 設置分野の確認（「⼯業関係分野」「農業関係分野」）

→ R５年５⽉頃、機関要件の確認申請書提出依頼。８⽉に
確認校リスト公表。この中で対象校を公表。

 「情報関係」の学科の対応
→ 設置基準の⾒直し（デジタル⼈材の育成の促進）。これ
を受けた「⼯業関係分野」への設置⽬的等の⾒直し。
確認校として公表はR５年度末に向けて。

（２）機関要件の厳格化
 機関要件（特に定員充⾜率）を満たすか。改めてチェックを。
（定員充⾜率が3年連続5割未満の学校の場合、定員の⾒直し
を⾏い、都道府県へ定員変更の届出を⾏うことを検討も。）

 猶予要件を満たすか。必要に応じ、定員の⾒直しも視野。
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